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※ △はマイナスを示す。また年は暦年、年度は会計年度である。 
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１．面積 
（１） 総面積 

（2026年1月1日現在）

2,282k㎡ （対1972年比︓ 約38k㎡増加) 0.60% (全国第44位)
（資料）国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」

沖縄県 対全国比率

 
 
（２） 主要島の面積                

（2026年1月1日現在）

1,208k㎡ (53.0%) 290k㎡ (12.7%) 222k㎡ (9.7%) 159k㎡ (6.9%)
（注）カッコ内は県総面積に占める構成比
（資料）国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」　

沖縄本島 西表島 石垣島 宮古島

 
 
（３）県土利用状況（構成比）                                           （単位︓％） 

森林 農用地 原野 宅地 道路 水面等 その他
沖縄県(1985年) 48.2 22.5 2.0 5.2 3.2 1.0 17.8
同  上(2020年) 46.8 16.2 2.8 7.2 5.1 1.5 20.3
全  国(2020年) 66.2 11.6 0.8 5.2 3.7 3.6 8.8  

<参考> （単位︓％）
米軍基地 8.2 さとうきび畑 7.2

（注）米軍基地、さとうきび畑は2024年の数字。それぞれを2024年の総面積で除して算出

（資料）沖縄県「おきなわのすがた」、農林水産省「作物統計」  

 
２．人口・世帯 
（１）人口の推移 

2010年 2015年 2020年 2025年 前年比
(10/1現在) (10/1現在) (10/1現在) (10/1現在) 増減率

沖縄県 (千人) 1,393 1,434 1,467 1,468 0.07%
全  国 (千人) 128,057 127,095 126,147 123,050 △0.61%
構成比 1.09% 1.13% 1.16% 1.19% －
（資料）2010年、2015年、2020年は総務省「国勢調査（確報値）」
　　　　 　 2025年は総務省「国勢調査（速報値）」  

〇　人口増減の大きな市町村（2025年国勢調査（速報値）の前回調査（2020年）比増減数）

順位 市町村名 増加数（人） 順位 市町村名 減少数（人）
1 うるま市 3,134 1 那覇市 △ 6,552
2 名護市 2,530 2 宮古島市 △ 919
3 八重瀬町 1,747 3 沖縄市 △ 858
4 南城市 1,307 4 久米島町 △ 775
5 南風原町 1,073 5 本部町 △ 705

増加数の大きな市町村 減少数の大きな市町村
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（２）人口構成  
ａ）地域別人口構成比                                                  （単位︓％） 

全県 中部 南部 北部 宮古群島 八重山群島
2020年 100.0 43.7 40.4 8.6 3.7 3.6
2025年 100.0 44.0 40.0 8.8 3.6 3.6

（注）各年10月1日現在。
（資料）2020年は総務省「国勢調査（確報値）」、　2025年は沖縄県「令和7年国勢調査速報」  
 
 ｂ）年齢階層別人口構成比                                 （単位︓％、歳） 

 

合計 0〜14歳 15〜64歳 65歳以上 平均年齢 年齢中位数
沖縄県

(2010年) 100 17.8 64.8 17.4 40.8 40

19.6
(10.1)

22.6
(10.8)

28.6
(14.7)

（注）各年10月1日現在。合計には年齢不詳を含む。カッコ内は75歳以上。
（資料）総務省「国勢調査（確報値）」

47.6 48.6全  国
(2020年) 100 12.6 60.7

44.0沖縄県
(2020年) 100 16.6 60.8 43.5

沖縄県
(2015年) 100 17.4 62.9 42.1 42

 
 
（３）世帯数 

年平均伸率 1世帯当たり人員
(20〜25年) 2025年

沖縄県 2.25人/世帯
（千世帯） (2.39人/世帯)

全  国 2.15人/世帯
（千世帯） (2.26人/世帯)

（注）各年10月１日現在。1世帯当り人員のカッコ内は2020年の値。
（資料）2015年、2020年は総務省「国勢調査（確報値）」、2025年は総務省「国勢調査（速報値）」

6.1%

53,449 55,830 2.3%

652

57,125

560 615

2025年2015年 2020年

 
 
３．雇用情勢                            （沖縄県有効求人倍率は就業地ベース）  

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年
沖縄県 3.3 3.7 3.2 3.3 3.2 3.2
全　国 2.8 2.8 2.6 2.6 2.5 2.5
沖縄県 0.9 0.80 0.98 1.16 1.13 1.09
全　国 1.18 1.13 1.28 1.31 1.25 1.22

完全失業率
（％）

有効求人倍率
（倍）

(資料）沖縄県「労働力調査」、総務省統計局「労働力調査 平均結果の要約」、
　　　　　厚生労働省沖縄労働局「労働市場の動き」、厚生労働省「一般職業紹介状況」  

<参考>県内就業人口（2025年平均）
15歳以上人口 非労働力人口 444千人 （専業主婦、通学者、高齢者など）

労働力人口 793千人 うち 就業者 768千人
完全失業者 25千人

1,238千人
 



 4

４．物価・地価 
（１）消費者物価上昇率（総合）                              （2020 年基準） 

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年
那覇市（％） △0.6 0.1 2.8 3.8 3.4 3.5
沖縄県（％） △0.3 0.0 2.8 3.7 3.3 3.6
全  国（％） 0.0 △ 0.2 2.5 3.2 2.7 3.2
（資料）沖縄県「消費者物価指数」、総務省「消費者物価指数」  
 
（２）地価（公示価格︓1 月 1 日） 
  ａ）商業地（前年比変動率︓％） 

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年
沖 縄 県 0.2 0.7 2.7 5.0 7.0 7.3
地方平均 △0.5 0.2 1.0 1.5 1.6 1.6
全国平均 △0.8 0.4 1.8 3.1 3.9 4.3
（参考）沖縄県は13年連続で上昇（全国は5年連続で上昇）。
（資料）国土交通省「地価公示」  
 

b）住宅地（前年比変動率︓％） 

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年
沖 縄 県 1.0 2.0 3.6 5.5 7.3 6.4
地方平均 △0.3 0.5 1.2 1.2 1.0 0.9
全国平均 △0.4 0.5 1.4 2.0 2.1 2.1
（参考）沖縄県は13年連続で上昇（全国は5年連続で上昇）。
（資料）国土交通省「地価公示」  

 
５．経済規模と成長率 
（１）経済規模（2023 年度︓名目）                           （単位︓億円） 

沖縄県（ａ） 全国（ｂ） (a)/(b) ×100
県（国）内総生産 46,430 5,951,843 0.78
県（国）民総所得 49,466 6,557,456 0.75

（資料）沖縄県「県民経済計算」、内閣府「2024年度国民経済計算（2020年基準・2008SNA）」

（注）１．県民が生み出した付加価値が県民総所得であり、県内（県土）で生み出した付加価値が県内
　　　　　　　 総生産である（よって県民が県外で生み出した付加価値は県民総所得には含まれるが、県内総
　　　　　　　 生産には含まれない）。
　　　　 2．基地は定義上、県外とみなされるため、軍雇用者所得と軍用地料は県民総所得には含まれるが、
　　　　　　  県内総生産には含まれない。

 
 
 
（２）一人当り県民所得 

   

2,315千円（2023年度）　前年度比+5.1％
全国（＝100）との格差65.7（2022年度︓67.2）  
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（３）経済成長率（ ＝ 県（国）内総生産の伸び率） 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
名目 0.6 0.6 △ 6.2 4.6 1.0 4.7
実質 0.2 △ 0.2 △ 6.7 4.1 1.5 2.5
名目 0.2 0.0 △ 3.2 2.9 2.3 4.9
実質 0.2 △ 0.8 △ 3.9 3.0 1.4 0.7

（資料）沖縄県「県民経済計算」

沖縄県（％）

全国（％）

 

 
６．経済・産業構造 
（１）県（国）民総支出（2023 年度、名目） 

沖縄県（百万円） 構成比（％） 全国（％）
県（国）民総所得 4,946,563 106.5 105.9
  県（国）内総支出 4,642,960 100.0 100.0
    民間最終消費支出 3,039,912 65.5 53.4
    政府最終消費支出 1,119,874 24.1 19.9
    民間住宅投資 278,665 6.0 4.3
    民間設備投資 642,760 13.8 18.5
    公共投資 591,826 12.7 5.0
    在庫品増加 2,529 0.1 △ 0.2
    移輸出 1,687,100 36.3 21.4
    移輸入（控除項目） 2,373,395 51.1 22.4
  　統計上の不突合 340,129 △ 7.3 －
  県（海）外からの所得（純） 303,603 6.5 5.9
（参考）軍関係受取 425,660 9.2 ＊

（資料）沖縄県「県民経済計算」、内閣府「2024年度国民経済計算（2020年基準・2008SNA）」

（注）１．移輸出、移輸入は、全国ベースでは移出、移入の部分が各都道府県間で相殺される為、輸出、
　　　　　　　輸入のみになる。FISIM（間接的に計測される金融仲介サービス）除くベース。沖縄県の2023年度
　　　　　　（名目）の財貨・サービスの移輸出入（純）△692,477百万円（構成比△22.2％）は、移輸出
　　　　　　（1,687,100百万円）－移輸入（2,373,395百万円）+FISIMの移出入（純）（△6,182百
　　　　　　　万円）である。

　　　　２．軍関係受取とは、「米軍基地からの要素所得」、「米軍等への財・サービスの提供」の合計である。
　　　　　　　全国ベースは不詳（＊）。
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（２）産業構造（県内総生産の産業別構成比、名目） 
沖縄県（％） 全 国（％）

2023年度 2023暦年
県（国）内総生産 100.0 100.0
    第一次産業 0.9 0.8
    第二次産業 12.7 25.3
        製造業 4.3 19.5
        建設業 8.2 5.7
    第三次産業 87.0 73.2
　　　　卸売・小売業 9.3 11.8
　　　　不動産業 12.7 12.7
　　　　公務 9.9 4.8
　　　　保健衛生・社会事業 12.0 6.8
（注）１.帰属利子等の控除項目があるため産業別構成比の合計は100％を超える。
（資料）沖縄県「県民経済計算」、内閣府「2024年度国民経済計算（2020年基準・2008SNA）」  
 
７．財政 
（１） 沖縄関係経費（一般会計分）の推移（当初予算ベース）            （単位︓億円） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
2,684 2,679 2,678 2,642 2,647

763 759 763 721 736
沖縄振興特別推進交付金（ソフト） 394 390 394 342 347
沖縄振興公共投資交付金（ハード） 368 368 368 380 390

2,745 3,097 3,163 3,206 3,166
4 4 4 4 4

71 67 46 35 42
5,400 5,745 5,790 5,804 5,808

（注）１．その他は、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省である。
 　　　　２. 防衛省には、SACO関係経費、米軍再編関係経費が含まれる。

　　　　いるも、合計には含まれていないため縦計が合わない。
　 4.その他は法務省・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省に裁判所を足し合わせたもの。

（資料）財務省「令和8年度予算及び財政投融資計画の説明」、内閣府「沖縄振興予算概算決定額等」

　 　  　３．2021年度以降、内閣府沖縄担当部局には自動車安全特別会計空港整備勘定計上分を含んで　　　　　　　　

農林水産省
その他
合　計

内閣府沖縄担当部局
沖縄振興交付金事業推進費

防衛省

 
 
（２） 内閣府沖縄担当部局予算額のうち公共投資の推移（当初予算ベース）    （単位︓億円） 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
2,684 2,679 2,678 2,642 2,647

公共投資 1,816 1,797 1,791 1,650 1,652
　公共事業関係費ほか 1,448 1,429 1,423 1,270 1,263
　沖縄振興公共投資交付金（ハード） 368 368 368 380 390

（資料）内閣府沖縄担当部局「沖縄振興予算概算決定額等」

内閣府沖縄担当部局予算額
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（３）2026 年度予算 
〇内閣府沖縄担当部局（閣議決定）

金　額 前年度当初予算比
内閣府沖縄担当部局 264,698百万円 0.2%
1.    沖縄振興交付金事業推進費（一括交付金） 73,642百万円 2.1%
　（1）沖縄振興特別推進交付金（ソフト） 34,659百万円 1.5%
　（2）沖縄振興公共投資交付金（ハード） 38,983百万円 2.6%
2.公共事業関係費等 125,418百万円 △0.3%
3.沖縄科学技術大学院大学学園関連経費 20,035百万円 △0.2%
4.沖縄北部連携促進特別振興事業費 5,000百万円 1.0%
5.沖縄産業競争力強化・人材育成推進事業 1,094百万円 △18.3%
6.駐留軍用地跡地先行取得事業費 5,050百万円 △25.5%
7.沖縄こどもの貧困緊急対策事業 2,196百万円 6.0%
8.沖縄離島活性化推進事業 3,270百万円 6.2%
9.戦後処理経費 2,940百万円 5.2%
10.その他 26,053百万円 3.8%  
 
８．金融 
○預貯金と貸出金                                         　　  （単位︓百万円、％）

年.月末 地銀３行 前年比 地銀３行 前年比
2022.3 5,803,673 4.1 4,103,270 0.5
2023.3 6,006,516 3.5 4,195,923 2.3
2024.3 6,205,751 3.3 4,355,807 3.8
2025.3 6,211,686 0.1 4,523,932 3.9
2026.3 6,317,127 1.7 4,721,206 4.4

（資料）沖縄県銀行協会

預金（末残） 貸出金（末残）
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９．主要産業 
（１）産業別企業・事業所数 

a)　企業数
　　　（2021年6月1日現在）

沖縄県（2021年）
15,928社

○産業別企業数および構成比 （単位︓社、％）

企業数 構成比 企業数 構成比
全産業 15,928 100.0% 1,781,323 100.0%
　農林漁業 413 2.6% 24,633 1.4%
　鉱業、採石業、砂利採取業 27 0.2% 1,252 0.1%
　建設業 2,829 17.8% 314,522 17.7%
　製造業 1,048 6.6% 240,965 13.5%
　電気･ガス･熱供給･水道業 32 0.2% 5,201 0.3%
　情報通信業 442 2.8% 53,662 3.0%
　運輸業、郵便業 521 3.3% 55,838 3.1%
　卸売・小売業 3,105 19.5% 410,499 23.0%
　金融・保険業 179 1.1% 25,241 1.4%
　不動産業、物品賃貸業 2,716 17.1% 220,614 12.4%
　学術研究，専門・技術サービス業 1,064 6.7% 106,961 6.0%
　宿泊業、飲食サービス業 1,036 6.5% 92,841 5.2%
　生活関連サービス業，娯楽業 588 3.7% 63,749 3.6%
　教育、学習支援業 213 1.3% 18,502 1.0%
　医療、福祉 880 5.5% 50,923 2.9%
　複合サービス事業 - （－） 66 0.0%
　サービス業(他に分類されないもの） 835 5.2% 95,854 5.4%
（資料）総務省統計局「2021経済センサス活動調査」

全国(2021年)
1,781,323社

全国に占めるシェア
0.89%

（注）企業…経営組織が株式会社、有限会社、相互会社、合名会社、合資会社及び合同会社で、
　　　　　　　　 本所と支所を含めた全体をいう（個人経営や外国の会社は除く）。

沖縄(2021年) 全国(2021年)
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ｂ)　事業所数（民営）
　　　（2021年6月1日現在）

沖縄県（2021年）
63,593社

○産業別事業所数および従業員数 （単位︓所、人）

事業所数 従業員数 事業所数 従業員数
全産業 63,593 584,191 5,156,063 57,949,915
　農林漁業 637 3,891 42,458 453,703
　鉱業、採石業、砂利採取業 40 428 1,865 19,697
　建設業 4,653 45,133 485,135 3,737,415
　製造業 2,765 32,208 412,617 8,803,643
　電気･ガス･熱供給･水道業 60 2,020 9,139 202,149
　情報通信業 782 14,136 76,559 1,986,839
　運輸業、郵便業 1,303 28,185 128,224 3,264,734
　卸売・小売業 14,478 120,392 1,228,920 11,611,924
　金融・保険業 876 12,545 83,852 1,494,436
　不動産業、物品賃貸業 5,804 20,091 374,456 1,618,138
　学術研究，専門・技術サービス業 2,847 19,873 252,340 2,118,920
　宿泊業、飲食サービス業 10,393 72,285 599,058 4,678,739
　生活関連サービス業，娯楽業 5,701 24,890 434,209 2,176,139
　教育、学習支援業 2,757 20,238 163,357 1,950,734
　医療、福祉 6,018 111,028 462,531 8,162,398
　複合サービス事業 321 5,538 32,131 435,970
　サービス業(他に分類されないもの） 4,158 51,310 369,212 5,234,337
（資料）総務省統計局「2021経済センサス活動調査」

全国(2021年) 全国に占めるシェア

沖縄(2021年) 全国(2021年)

5,156,063社 1.23%

 
 
（２）農林水産業                                         （単位︓億円） 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
農業産出額 977 910 922 890 879 909
林業産出額 7 7 7 6 6 6
漁業産出額 210 184 179 172 190 188
（資料）内閣府沖縄総合事務局「農業産出額」、農林水産省「林業産出額」「漁業産出額」  
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（３）建設業 

単位 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年
建設業者数 5,084 5,201 5,288 5,399 5,484
※ 許可業者数 2.9% 2.3% 1.7% 2.1% 1.6%

975,498 851,210 820,796 919,705 ―
18.4% △ 12.7% △ 3.6% 12.1% （―）

344,381 340,357 425,816 405,602 472,857
11.8% △ 1.2% 25.1% △ 4.7% 16.6%

1,570,890 1,518,555 1,337,084 1,205,944 1,166,818
1.0% △ 3.3% △ 12.0% △ 9.8% △ 3.2%
9,668 9,179 10,183 9,703 9,916

△ 9.7% △ 5.1% 10.9% △ 4.7% 2.2%

（資料）建設業者数は国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について」、
　　　　　　建設投資額は国土交通省「建設総合統計」、
　　　　　　公共工事請負額は西日本建設業保証株式会社「前払い保証」
　　　　　　建築着工床面積、住宅着工戸数は国土交通省「建築着工統計調査」

住宅着工戸数 戸

業者

建設投資額
（出来高ベース） 百万円

公共工事請負額 百万円

建築着工床面積 ㎡

（注）下段は前年比増減率、
　　　　　建設業者数（各年3月末の値）と建設投資額（年度ベース）以外は、暦年ベースの数値。

 

 
（４）製造業 

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年
1,058 835 978 983 980

△4.9% △21.1% 17.1% 0.5% △0.3%
25,359 22,986 23,166 23,384 23,683
△5.0% △9.4% 0.8% 0.9% 1.3%

485,909 469,427 459,905 474,300 506,700
△2.5% △3.4% △2.0% 3.1% 6.8%

175,846 170,201 165,682 154,974 173,044
0.9% △3.2% △2.7% △6.5% 11.7%

271,930 248,029 258,006 283,903 296,504
△4.7% △8.8% 4.0% 10.0% 4.4%
76,442 69,804 71,823 73,690 75,212
△1.8% △8.7% 2.9% 2.6% 2.1%

現金給与総額（百万円）

事業所数（所）
※表示翌年の数値（注3）

従業員数（人）
※表示翌年の数値（注3）

製造品出荷額（百万円）

付加価値額（百万円）

原材料使用額等（百万円）

          2．2019年は「工業統計調査」、2020年の数値は「2021年経済センサス活動調査」、2021年以降の数値は
　　  　　　　　「経済構造実態調査」によるものであり、調査方法が異なるため、比較対象としては参考値である。
          3．事業所数、従業者数については表示翌年6月1日現在、他項目は表示年（１月〜12月実績）の数値。
          4．付加価値額について、従業者29人以下は粗付加価値額。
（資料）経済産業省「工業統計調査」「経済構造実態調査」、総務省統計局「2021年経済センサス活動調査」

（注）１．下段は前年比増減率。
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（５）商業 

2007年 2012年 2014年 2016年 2021年
17,926 16,135 16,150 15,843 14,478
△7.2% △10.0% 0.1% △1.9% △8.6%

2,956 3,029 3,120 3,112 3,024
△10.3% 2.5% 3.0% △0.3% △2.8%

14,970 13,106 13,030 12,731 11,454
△6.6% △12.5% △0.6% △2.3% △10.0%

107,623 105,690 111,656 115,860 115,869
△2.8% △1.8% 5.6% 3.8% 0.0%
27,570 26,055 27,999 28,391 29,668
△9.8% △5.5% 7.5% 1.4% 4.5%
80,053 79,635 83,657 87,469 86,201
△0.2% △0.5% 5.1% 4.6% △1.4%

2,605,252 2,125,179 2,348,786 2,915,374 2,882,628
4.8% △18.4% 10.5% 24.1% △1.1%

1,497,409 1,176,183 1,307,092 1,549,252 1,535,078
1.9% △21.5% 11.1% 18.5% △0.9%

1,107,843 948,996 1,041,695 1,366,122 1,347,549
9.1% △14.3% 9.8% 31.1% △1.4%

（資料）総務省統計局「2021年経済センサス活動調査」

（注）１．下段は前回調査比増減率。卸売業と小売業を兼務している場合はウエートの大きい部門に計上。
　　　　　　 　また、卸売業の販売額には他の卸売業への販売も含まれる。
　　　　 ２．2014年の数値は「商業統計調査」によるもので、事業所数、従業員数は2014年7月1日現在、
                 年間販売額は2013年暦年の数値。

年間販売額
（百万円）

    卸売業

    小売業

事業所数（店）

    卸売業

    小売業

従業者数（人）

    卸売業

    小売業

 
 
（６）観光 
①    入域観光客数、観光収入、宿泊施設稼働率

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年
3,736,600 3,016,800 5,697,800 8,235,400 9,668,800 10,756,000

△63.2% △19.2% 88.9% 44.5% 17.4% 11.2%
306,500 273,300 595,449 831,611 946,327 －
△59.0% △10.8% 117.9% 39.7% 13.8% －

宿泊施設稼働率(％) 30.2% 25.2% 42.2% 53.9% 54.9% －
（注）下段は前年比増減率。
（資料）沖縄県「入域観光客統計概況」「観光要覧」、観光庁「宿泊旅行統計調査」

入域観光客数（人）

観光収入（百万円）
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②    宿泊施設数および収容人員                               　　　　 （単位︓軒、室、人）
（2024年12月31日現在）

軒数 客室数 収容人員 軒数 客室数 収容人員
南部 685 24,826 60,879 315 22,553 53,389
中部 615 8,589 28,060 166 7,550 23,471
北部 1,456 14,013 51,809 173 11,263 37,376
宮古 561 6,756 18,625 112 5,067 12,982
八重山 678 8,023 22,549 130 5,588 15,571
その他離島 256 2,164 6,503 43 955 2,502
地域計 4,251 64,371 188,425 939 52,976 145,291

宿泊施設計 うちホテル・旅館

（注）宿泊施設計はホテル、旅館、民宿、団体経営施設、ユースホステル、国民宿舎の合計。
（資料）沖縄県「宿泊施設実態調査」  
 
（７）情報産業 

〇コールセンター等の県内への立地状況 （単位︓社数、カッコ内は雇用者数・人）
（2022年3月末日現在）

　　　　立地時期
分野

5 △5 1 13 113
(508) (290) (△ 233) (1,291) (8,065)

2 △1 0 △ 3 81
(197) (△ 267) (△ 1,677) (1,157) (16,695)

2 0 8 0 92
（△384) (378) (40) (△ 74) (1,579)

6 0 △ 12 △ 1 163
(117) (371) (△ 362) (796) (4,032)

5 12 8 21 82
（△93) (157) (510) (240) (1,405)

20 6 5 30 531
(345) (929) (△ 1,722) (3,410) (31,776)

（注）１．2019〜2022年度の数値は、前年度比増減数。
　　　　 ２．2020年度までは各年度ともに１月1日時点の数値。2021年度から調査時点を３月末日に変更。
　　　　 ３．立地企業が立地年以降に事業所を増やした場合、2事業所以降は立地数に計上しない。
（資料）沖縄県「令和5年度情報通信産業振興計画実施状況報告書」

合計

累  計

コールセンター

コンテンツ制作業

ソフトウェア開発

その他

情報サービス業

2021年度2019年度 2020年度 2022年度

 

 
10．企業倒産 

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年
倒産件数（件） 38 34 40 54 68
負債総額（百万円） 10,989 6,120 3,398 5,479 5,710
（2025年の概要）
※   業種別件数構成比（サービス業38.2％、建設業23.5％、小売業13.2％など）
※   主因別件数構成比（販売不振50.0％、既住のシワ寄せ16.2％、偶発的原因8.8％など）
※   不況型倒産の割合（既往のシワ寄せ、販売不振、売掛金回収難）66.1％（前年︓74.1％）
（資料）東京商工リサーチ沖縄支店  
 
 



 13

11．基地 
（１） 基地面積 

（2025年1月1日現在）
面積 対全国比率 対県土面積比率 復帰時（千㎡）

（千㎡） （％） （％） （1972.5.15現在）

一時使用施設を含む 186,680 19.0 8.2 286,608
米軍専用施設のみ 184,542 70.3 8.1 278,925
（注）本土の場合は、自衛隊基地との共用が多いことから、一時使用施設の対全国比率について沖縄県は低くなる。  
 
（２） 基地収入 

（県民所得統計ベース︓2022年度）
2022年度 前年比増減率

3,101億円 4.9%
1,458億円 8.1%
1,644億円 2.4%

うち駐留軍等労働者所得 538億円 0.2%
うち軍用地料（自衛隊分除く） 904億円 0.9%

（注）１.総額は、四捨五入のため符合しない。

総　額
米軍等への財・サービスの提供
米軍基地からの要素所得

 
 
（３） 基地従業員 

8,847人 （2025年3月末現在） 前年比75人減
 ※復帰時　（1972年5月末）　1万9,980人  

 
（４） 軍人・軍属数 

   

軍人・軍属・家族 4万7,300人 （2011年6月末現在）
（注）１．軍属……軍人ではないが、軍に所属し勤める者をいう。
          ２．2012年から2025年までは非公表。  

 
（参考）自衛隊基地関係
　自衛官数  約8,900人 （2026年1月1日現在）　
  総面積 8,125千㎡ （2025年1月1日現在 県土面積に占める割合 0.4％）

（資料）沖縄県「沖縄の米軍及び自衛隊基地」  
 

（ 以 上 ） 
 


